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１．１7年３月期の連結業績 （平成16年４月１日～平成17年３月31日） 
（１）連結経営成績                    記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 
 百万円    ％           百万円          ％           百万円           ％ 
17年３月期      580,989   11.3           38,283      47.4 33,100         73.1  
16年３月期      522,217   △0.1           25,972      45.5 19,119         76.7 
 

１ 株 当 た り 潜 在 株 式 調整後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高  
当 期 純 利 益 

当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 
          百万円          ％       円   銭       円    銭         ％        ％       ％ 
17年３月期       22,349        56.4 41  35     40  78 11.9 5.3 5.7 
16年３月期       14,293         － 26 12 25  83 8.0 3.1 3.7 
 （注）①持分法投資損益           17年３月期            3,078百万円      16年３月期  2,943百万円 
        ②期中平均株数（連結）    17年３月期        539,242,550株      16年３月期 539,294,263株 
        ③会計処理の方法の変更       有 
        ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
（２）連結財政状態 
 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
                 百万円               百万円               ％          円    銭 
17年３月期             628,583       188,265          30.0       349    07 
16年３月期             621,877       188,662          30.3       349    83 
 （注）期末発行済株式数（連結）  17年３月期        539,190,596株         16年３月期 539,297,365株 
        
（３）連結キャッシュ・フローの状況 
 営業活動による     

キャッシュ・フロー 
投資活動による     

キャッシュ・フロー 
財務活動による     

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
                 百万円                百万円                百万円             百万円 
17年３月期       57,987      △31,638          △46,129         39,387 
16年３月期       37,889      △16,958          △20,730         58,993 
 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数      75社       持分法適用非連結子会社数     ０社      持分法適用関連会社数     22社 
 

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結   （新規）   ４社   （除外）   ３社                 持分法  （新規）   １社    （除外）   ０社 
          

２．18年３月期の連結業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
 百万円 百万円 百万円 百万円 
中間期 
通  期 

299,000 
610,000 

19,000 
41,000 

17,000 
37,000 

10,000 
22,500 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   41円 73銭     
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、 
今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
なお、上記業績予想に関する事項については、添付資料の連結９ページを参照して下さい。
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１．企業集団の状況 
事業の内容 

当社グループは、当社、子会社 75 社及び関連会社 22 社により構成されており、主として産業機械軸受、

自動車関連製品、精密機器関連製品、その他の事業を行っております。その製品は、自動車、電機・情報

機器、工作機械、産業機械、鉄道・産業車両、鉄鋼等多くの産業に使用されております。 

 

各事業における主要製品、当社及び関係会社の位置付け等は次のとおりであります。 

 

事業区分 主要製品 主要製造会社 主要販売会社 
       
 
 
 
産業機械 
軸受 

 標準玉軸受 
(ミニアチュア・小径軸受・
並径軸受) 
一般産業用軸受 
(円錐・円筒・大型玉軸受) 
 
 
 

 
 
 
※ 
※ 

当  社 
ＮＳＫ福島㈱ 
ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 
井上軸受工業㈱ 
㈱天辻鋼球製作所 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫブラジル社 
ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 
ＮＳＫイスクラ社 
ＮＳＫベアリング・インドネシア社 
昆山恩斯克有限公司 
ＮＳＫ韓国社 
 

 

 
 
 
自動車 
  関連製品 

  
ハブユニット 
ニードル軸受 
小型円錐軸受 
標準玉軸受 
ステアリング 
電動パワーステアリング 
自動変速機(AT)用部品 
 
 
 
 

 
 
 
 
※ 
※ 

 
当  社 
ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 
ＮＳＫニードルベアリング㈱ 
ＮＳＫワーナー㈱ 
㈱天辻鋼球製作所 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 
ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社 
 
 

 

      
 精密機器 
  関連製品 

 ボールねじ 
リニアガイド 
ＸＹテーブル 
メガトルクモータ 

 ＮＳＫプレシジョン㈱ 
日本精工九州㈱ 
ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
ＮＳＫプレシジョンＵＫ社  

 

      

当  社 
ＮＳＫ販売㈱ 
ＮＳＫコーポレーション社 
ＮＳＫステアリングシステムズ・アメリカ社 
ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 
ＮＳＫカナダ社 
ＮＳＫブラジル社 
ＮＳＫ ＵＫ社 
ＮＳＫドイツ社 
ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 
ＮＳＫイスクラ社 
ＮＳＫインターナショナル（シンガポール）社 
ＮＳＫシンガポール社 
昆山恩斯克有限公司 
ＮＳＫ韓国社 
ＮＳＫオーストラリア社 
 

その他  機械設備等  ＮＳＫマシナリー㈱  ─ 

 
※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 
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以上の事業の概略を系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

 

   

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                               は製品の流れ 

                                               は部品等の流れ 

  

上記以外の主要な会社として、米州、欧州におきましては、それぞれの地域の関係会社の統括を行う 

ＮＳＫアメリカズ社とＮＳＫヨーロッパ社があります。 

 

※は持分法適用会社であり、当社及び持分法適用会社以外は連結子会社であります。 

 

   

海外販売会社海外販売会社海外販売会社海外販売会社 
 ＮＳＫカナダ社 

 ＮＳＫ ＵＫ社 

 ＮＳＫドイツ社 

  ＮＳＫプレシジョン・ヨーロッパ社 

 ＮＳＫインターナショナル(シンガポール)社 

 ＮＳＫシンガポール社 

  ＮＳＫオーストラリア社 
 

海外製造会社海外製造会社海外製造会社海外製造会社  
（産業機械軸受）  

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社  

ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

   

 

（自動車関連製品） 

ＮＳＫベアリング・ヨーロッパ社 

ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・ヨーロッパ社 

 

（精密機器関連製品） 

ＮＳＫプレシジョンＵＫ社 

 

海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社海外製造・販売会社    

 (産業機械軸受) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫブラジル社 

  ＮＳＫイスクラ社 

  昆山恩斯克有限公司 

  ＮＳＫ韓国社 

 

 (自動車関連製品) 

  ＮＳＫコーポレーション社 

  ＮＳＫステアリングシステムズ 
         ・アメリカ社 

  
 

 (精密機器関連製品) 

  ＮＳＫプレシジョン・アメリカ社 

 

日  本  精  工  ㈱ （当  社） 
（産業機械軸受、自動車関連製品、 

精密機器関連製品の製造及び販売） 

国内販売会社国内販売会社国内販売会社国内販売会社 
 ＮＳＫ販売㈱ 
 

得 意 先 

国内製造会社国内製造会社国内製造会社国内製造会社 
（産業機械軸受） 

  ＮＳＫ福島㈱ 

  ＮＳＫマイクロプレシジョン㈱ 

 ※井上軸受工業㈱ 

 ※㈱天辻鋼球製作所 

（自動車関連製品） 

  ＮＳＫステアリングシステムズ㈱ 

ＮＳＫニードルベアリング㈱ 

※ＮＳＫワーナー㈱ 

※㈱天辻鋼球製作所 

（精密機器関連製品） 

  ＮＳＫプレシジョン㈱ 

日本精工九州㈱ 
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２．経営方針 
    

１．経営の基本方針 

当社グループはブランド力を一層高め、国際的に評価される優良企業を目指します。このために、

「Motion & Control を通して世界に貢献する」という企業理念のもと 

1)ユーザーの多様なニーズに対し、顧客満足度ＮＯ.１を目指し技術と生産及び販売のＱＣＤＳ 

（Quality, Cost, Delivery, Service）を向上させてまいります。 

2)基幹技術である摩擦と潤滑を制御するトライボロジー技術を通して、地球環境のエネルギー負荷 

の軽減に貢献してまいります。 

3)世界各地に広がるネットワーク拠点が、それぞれの地域社会の良き企業市民となるよう努力して 

まいります。 

 

２．利益配分の基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を重要な経営方針の一つとしております。配当につきまして

は、安定的な配当を継続実施していくことを基本としつつ、連結ベースでの配当性向や業績水準等を

勘案して決定していきたいと考えております。 
 

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

 株式投資単位の引下げにつきましては、当社株式の市場での流動性や株価の推移、当社の株主構成

等を勘案しながら判断すべき重要な問題であると認識しております。 

 当社としましては、適切な投資単位の設定について、今後の株式市場の動向等を総合的に検討し、

判断してまいりたいと考えております。 

 

４．目標とする経営指標 

安定的な収益力を表わすものとして営業利益率を重視しますとともに、資産の効率性を追求してキ

ャッシュ・フローに目を向け、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を目指してまいります。 

 
５．中期的な経営戦略 

2003 年に策定いたしました中期計画にて、「ダントツの技術力とＱＣＤＳで世界をリードし、顧客

満足度ＮＯ.１企業になる」をビジョンとして掲げております。重点課題としましては、事業環境が

急激に変化する中でも安定的に収益向上が達成できる企業となるため、高収益、高成長が期待できる

分野への積極的な成長戦略を展開するとともに、モノつくりの基本強化の為の生産革新、お客様の信

頼強化のための品質改革、健全な財務体質構築のためのバランスシート改革などを中身とした体質改

善を推進しております。 

また、課題を確実に達成していくための推進力となる人材育成に一層の注力をしてまいります。経

営資源をグローバルに、戦略的に集中する施策を推進するとともに、アライアンスについても従来の

考え方にとらわれず積極的に推進してまいります。 

 

 

 

 

 

 



 
－連結 5－ 

 

６．対処すべき課題 

利益目標に貢献し、高収益企業への転換を促進するため、成長戦略を支える設備投資をグローバル

に実施してまいります。平成 18 年３月期は、産業機械軸受につきましては、日本の藤沢工場等にお

ける増強投資、自動車関連製品につきましては、日本のＮＳＫニードルベアリング株式会社榛名工場

及び中国・常熟恩斯克軸承有限公司での自動車用ニードルローラ軸受等の増強投資、日本のＮＳＫス

テアリングシステムズ株式会社やＮＳＫステアリングシステムズ・ポーランド社での電動パワーステ

アリングの増強投資等を実施してまいります。 

成長を支える技術開発につきましては「マーケットオリエンテッドな技術開発力」を指向し、当社

グループ固有のトライボロジーをはじめとする基盤技術やメカトロ技術と、進歩著しい先端技術とを

融合させることにより、高機能商品や新たな機能を持つ新製品の開発に努めてまいります。 

体質改善につきましては、販売・技術及び管理部門を巻き込んだ全社的な生産革新活動、新発想に

よる生産設備の開発、ＮＳＫの総合力を生かした開発・生産準備システムの展開などを通じ、製品品

質の向上を図るとともに生産効率・投資効率を抜本的に改善し、モノつくりの基本である生産力の強

化に努めてまいります。 

環境問題につきましては、京都議定書の発効や欧州を中心とした有害化学物質の規制強化など、ま

すます環境負荷低減への要求が強まるなか、顧客製品の省エネルギーに役立つ環境貢献型製品の拡充

や、欧州の化学物質規制に前倒しで対応した製品づくりを進め、競争力強化を図ります。また、環境

経営のレベルアップを進め、その情報を誠実に公開することにより、様々なステークホルダーとの信

頼関係構築に努めてまいります。 

 
７．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 
当社はコーポレート・ガバナンスを、株主価値の増大と経営の透明性を図るべく、取締役会による

監督のもと、執行組織が事業の拡大と収益の向上に専念できる仕組みと理解しております。このため

には、１）取締役会から執行組織への権限委譲により経営の機動性を上げること、２）監督組織と執

行組織が連携しながら監督機能を強化すること、並びに３）業務執行のモニタリング機能を強化する

こと、が肝要であると考えております。当社は平成11年以降、執行役員制の導入、社外取締役の招聘、

並びに任意の報酬委員会の設置等、コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでまいりましたが、

この仕組み作りを更に加速させるべく平成16年６月29日の株主総会での定款変更を経て委員会等設

置会社に移行いたしました。 

 

（２）会社の経営上の意思決定、執行及び監督に関わる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナン

ス体制の状況 
当社は経営管理組織として、経営基本方針等の重要経営事項を意思決定するとともに執行役を監督

する機関として「取締役会」と、その委員会としてそれぞれ社外取締役が過半数を占める「監査委員

会」、「報酬委員会」並びに「指名委員会」を設置しております。一方、業務執行機関としましては、

「代表執行役社長」と社長から権限を委任されてその指揮のもとに実際の業務執行に従事する執行役

が取締役会により選任され、業務執行上の意思決定補助機関としての「経営会議」を中心として業務

を行う体制を取っております。本年３月31日時点では、取締役は11名（うち社外取締役３名）、執行

役は代表執行役社長を含めて35名となっております。なお、事業運営に密着した取締役会の監督機能

を維持するために、取締役11名のうち７名は執行役を兼務しております。 

 

 



 
－連結 6－ 

［執 行 組 織］ ［監 督 組 織］ 

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次のとおりであります。 
 

 

 

 

 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

         
        は指示・報告         は連携 

 

（３）内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況 
① 経営モニタリング室の設置 
当社では監査委員会と連係し、当社グループの業務執行の適法性、妥当性並びに効率性の監査を

行う内部監査部門として、従来の監査室を改組し、平成16年６月29日に「経営モニタリング室」を

設置し、当社グループにおける内部統制システムの整備状況を監査するとともに、監査結果に対し

て勧告・改善提案を行っております。 

 
② コンプライアンス本部の設置 
法令、規則並びに企業倫理の遵守を当社グループに徹底するため、平成16年６月29日に従来の法

務関連部門を統合して「コンプライアンス本部」を設置いたしました。コンプライアンス本部は当

社グループが良き市民としての社会的責任と公共的責任を常に認識し行動するための教育活動を

行うとともに、法令遵守のための企画、立案、実行並びに監視を行っております。 

 
③ 情報開示チームの設立 
当社は、本年１月に東京証券取引所の上場規則等が改正されたことを受け、投資家の投資判断に

影響を与えるような重要な企業情報の適時適正な開示を行うための社内体制として、本年２月に内

部統制システムの構築責任を持つコーポレート経営本部内に「情報開示チーム」を設立いたしまし

た。情報開示チームは開示対象となり得る情報の収集、管理を行うとともに、内部監査部門と連係

して適時適切な情報開示のための社内体制の整備に取り組んでおります。 

 
 
 

代表執行役(社長) 

株 主 総 会 

経営モニタリング室 経 営 会 議 

執 行 役 会 
コンプライアンス本部 

危機管理委員会 

コーポレート経営本部 

取 締 役 会 

監 査 委 員 会 

指 名 委 員 会 

報 酬 委 員 会 

＜意思決定補助機能＞ ＜モニタリング機能＞ 
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（４）内部監査及び監査委員会監査、会計監査の状況 

当社の監査委員会は業務を執行しない３名の取締役で組織され、うち２名は社外取締役であります。

また、代表執行役社長直属の内部監査部門として経営モニタリング室を設置しております。経営モニ

タリング室の員数は 10 名であり、うち２名は監査委員会の事務局を兼務しております。監査委員会

は経営モニタリング室を含む内部統制所管部門等と連係して監査委員会監査を行っております。 

内部監査につきましては、経営モニタリング室が日常のモニタリング活動や定期的なリスク評価に

基づき策定された監査計画に従いグループ内組織の実地監査を行い、内部牽制機能を果たすとともに

業務プロセスの改善活動をサポートしております。 

一方、会計監査につきましては新日本監査法人に委嘱しており、当社の会計監査業務を執行した当

該監査法人に所属する公認会計士は、古川康信、中村雅一、紙谷孝雄の３氏であります。また、当社

の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士 10 名、会計士補 17 名であります。 

なお、監査委員会及び経営モニタリング室と会計監査人は、監査報告をはじめ、意見交換等を定期

的に実施しております。 

 
（５）会社と会社の社外取締役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要 

当社の社外取締役につきましては、該当事項はありません。 

 
（６）会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間の状況 

当期（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで。各委員会につきましては、平成16年６月29日

から平成17年３月31日まで）に開催した重要な会議は以下のとおりです。 

株主総会：  第１４３期定時株主総会 平成16年６月29日 

取締役会：  １０回 

報酬委員会：  ４回 

指名委員会：  ３回 

監査委員会： １２回 
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３．経営成績及び財政状態 

 
１．経 営 成 績 

（１）当期の概況 

当期における日本経済は、企業収益が着実に改善するとともに、設備投資が拡大し、個人消費も緩

やかに増加するなど、回復基調で推移しましたが、秋以降は、輸出の減速や個人消費の伸びの鈍化か

ら、回復のテンポは緩やかなものになりました。 

米国経済は、個人消費が春先以降軟調となり、景気の拡大は鈍化しましたが、設備投資は年間を通

じて好調でした。欧州経済は、好調な企業業績や輸出の増加などに支えられ、緩やかな回復基調とな

りました。アジア諸国については中国、タイ等で景気拡大が続くとともに韓国の景気も回復基調とな

りました。 

このような状況のもとで、当社グループは中期的な経営課題である全社的な生産革新、バランスシ

ート改革などの体質改善活動を推進するとともに、中国事業等において積極的な成長戦略を展開して

まいりました。この結果、当期の業績は、売上高が 5,809 億 89 百万円と前期に比し 587 億 72 百万円

（+11.3%）の増加となりました。 

利益面につきましては、鋼材など原材料価格高騰の影響はありましたが、売上・生産の拡大による

操業度効果、生産性の改善、外部調達コストの削減などによるトータルコストの低減により、営業利

益は 382 億 83 百万円と、前期に比し 123 億 11 百万円（+47.4%）の増益となりました。支払利息の減

少による金融収支の改善等により、経常利益は 331 億円となり、前期に比し 139 億 81 百万円（+73.1%）

の大幅な増益となりました。 

特別利益には、投資有価証券売却益 13 億４百万円及び、当社及び国内子会社の確定給付型退職給

付制度の一部を確定拠出年金型に移行したことに伴う確定拠出年金移行差益10億 59百万円を計上し

た一方で、特別損失には、固定資産除却損１億 93 百万円及び、関係会社株式売却損１億 57 百万円等

を計上いたしました。 

これに法人税、住民税及び事業税、法人税等調整額の税金費用及び少数株主利益を加味した後の当

期純利益は 223 億 49 百万円となり、前期に比し 80 億 56 百万円（+56.4%）の増益となりました。 

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①産業機械軸受 

日本は工作機械、鉄鋼、車両、一般機械等向けや市販向けが増加しました。海外は、鉄鋼、工作機

械等向けやアフターマーケット分野などターゲットを絞った拡販活動の成果もあり、米州、欧州が好

調に推移したほか、アジアも中国が好調でした。この結果、産業機械軸受の売上高は 1,854 億 73 百

万円（前期比+5.2%）となりました。営業利益は日本や米州、欧州での利益増により 199 億 49 百万円

（前期比+64.1%）となりました。 

 
②自動車関連製品 

自動車軸受は、日本はオートマチック・トランスミッション用のニードル軸受等が好調でした。海

外は、前期低調だった米州が好調に推移し、欧州やタイ等アジアでの拡販が加わり、大幅に増加しま

した。自動車部品は、日本では電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部

品が増加したほか、米州やタイのステアリング・コラムが好調でした。この結果、自動車関連製品の

売上高は 3,161 億 69 百万円（前期比+10.6%）となりました。営業利益は研究開発費や物流費の増加

もあり、前期と横這いの 157 億 48 百万円（前期比+0.2%）となりました。 
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③精密機器関連製品 

半導体・液晶製造装置向けは年度後半に需要が落ち込みましたが、通期では増加しました。一般機

械向けや工作機械向けは年度を通じて好調でした。液晶カラーフィルター製造用露光装置は大幅に増

加しました。精密機器関連製品の売上高は 641 億 86 百万円（前期比+36.4%）となりました。営業利

益は物量増による操業度効果や米州の黒字化により、47 億 65 百万円（前期は 39 百万円の赤字）とな

りました。 

 

④その他 

その他の売上高は、国内外グループ向け設備機械の増加等により232億 39百万円（前期比+19.3%）、

営業利益は 18 億 44 百万円（前期比+56.4%）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①日本 

産業機械軸受は、設備投資の増加などで工作機械、市販や一般機械等向けが好調に推移し、自動車

関連製品は、自動車部品が電動パワーステアリングやオートマチック・トランスミッション用部品の

増加、自動車軸受はニードル軸受やハブユニット軸受等が好調でした。精密機器関連製品は、期の後

半に半導体・液晶製造装置向けが減少しましたが、工作機械向けは好調を持続しました。 

この結果、日本の売上高は 4,394 億 60 百万円（前期比+12.2%）、営業利益は 314 億 17 百万円（前

期比+37.0%）となりました。 

 

②米州 

米国景気の回復により、市販等向けの産業機械軸受が伸び、日系自動車メーカー向けの好調により

自動車関連製品が増加しました。精密機器関連製品も半導体製造装置向け等の需要回復により増加し、

米州の売上高は 805 億 15 百万円（前期比+9.2%）、営業利益は 25 億 42 百万円（前期比+335.3%）とな

りました。 

 

③欧州 

拡販により自動車軸受が大幅に伸びるなど自動車関連製品が好調でした。産業機械軸受や精密機器

関連製品も拡販努力や欧州景気の回復により増加しました。欧州の売上高は 1,001 億 68 百万円（前

期比+11.5%）、営業利益は、物量の増加や工場のコストダウン効果等により 47 億 90 百万円（前期比

+82.9%）となりました。 

 

④アジア 

アセアンでの情報機器向けの減少はありましたが、中国等の増加により産業機械軸受が堅調に推移

したほか、タイでの自動車関連製品が好調に推移し、台湾・韓国の半導体・液晶製造装置向け精機関

連製品も大幅に増加しました。アジアの売上高は 642 億５百万円（前期比+11.4%）となりました。営

業利益は、鋼材価格の上昇や、中国での新工場立上げに伴う費用増もあり、32 億 62 百万円（前期比

△13.6%）となりました。 

 

（２）次期の業績見通し 

ドル安や、鋼材・原油価格等の高騰、中国経済の減速懸念など先行き不透明な要素はありますが、

通期の業績予想は売上高 6,100 億円、営業利益 410 億円、経常利益 370 億円、当期純利益 225 億円を

見込んでおります。通期の想定為替レートは１米ドル 104 円、１ユーロ 136 円を使用しております。 
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２．財 政 状 態 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前当期純利益が350億31百

万円、減価償却費274億35百万円等があり、また売上債権の圧縮等に努めました結果、579億87百万円

の収入となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、成長が見込まれる分野への設備投資等による有形固定資産

の取得等により、316億38百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、社債償還369億89百万円、借入金の純減135億67百万円及び

配当金の支払等による支出が、社債発行100億円等による収入を上回りました結果、461億29百万円の

支出となりました。 

これらの結果、当期末の現金及び現金同等物の残高は 393 億 87 百万円と前期末に比べ 196 億５百

万円の減少となりました。 

 

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。 

 

 平成 14 年 3月期 平成 15 年 3月期 平成 16 年 3月期 平成 17 年 3月期 

自己資本比率(％) 32.4 28.8 30.3 30.0 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(％) 47.1 29.3 44.5 47.3 

債務償還年数(年) 9.0 8.6 6.5 3.6 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ 4.2 4.1 6.1 11.3 

   

 自己資本比率      ：自己資本／総資産 

 時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

  ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ    ：営業キャッシュ・フロー／利息の支払額 

（注） １．いずれの指標も連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出

しております。 

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている社債及び借入金の合計額を対象として

おります。 

 

 

３．事業等のリスク 
当社グループの事業展開、経営成績および財務状況等に影響を及ぼす可能性がある主なリスクには

以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、決算短信発表日現在において当社グループが判断したも

のであります。 

 

（１）国、地域、産業の経済状況 
製品を販売、製造しております特定の国、地域の経済状況の変動や、取引先が属する産業の景気変

動による経済状況の悪化は、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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（２）市場変化への対応と競争 
販売における競争環境はグローバル規模で厳しくなってきており、新興諸国メーカーの低価格品の

急速な伸張による価格競争激化や、自動車関連産業をはじめとした取引先のグローバル展開に対応し

た生産拠点の海外進出の遅れによる販売機会の逸失などのリスクが存在しております。 
 

（３）特定分野への依存 
販売全体の過半を占める自動車関連産業や、精密機器関連製品における半導体製造装置産業、工作

機械産業など、高依存度特定産業分野における急激な需要変動により、生産能力が適合できないなど

のリスクが存在しております。 
 

（４）取引先の信用リスク 
当社グループの販売は大手の比較的安定した取引先向けの比率が高いため本リスクは低いものと

認識しておりますが、景気後退やグローバル規模での競争激化の影響を受け、資本力が脆弱化してい

る取引先が潜在している可能性はあり、予測していない不良債権や貸倒れが発生するリスクは常に存

在しております。 
 

（５）事業提携 
提携の当事者間における何らかの不一致が生じ、提携により期待した効果が実現できないなどのリ

スクが存在しております。 
 

（６）特定供給元への依存 
材料及び部品の特性によって供給元が限定される場合もあり、供給元の生産能力不足や品質不良、

市場における原材料不足、その他の理由により調達への支障をきたしたり、コストアップが発生する

などのリスクが存在しております。 
 

（７）品質問題 
製品に未検出の重大な欠陥が存在し、重大な事故、リコール及び顧客の生産停止等の事態が発生し

た場合、多大な費用の発生や社会的信用の低下につながるリスクが存在しており、グローバルな製造

物責任保険及び一部の製品についてはリコール保険に加入しておりますが、損害賠償等の損失を十分

にカバーできるとは限りません。 
 

（８）新製品開発 
新製品開発には、開発した新製品が市場から支持を得られない、競合他社における同等製品の開発

スピードが当社グループを上回る、開発した製品または技術が当社グループの知的財産として保護さ

れない、当社グループの新製品を代替する他社の新製品が出現するなどの様々なリスクが存在してお

ります。 
 

（９）知的財産権 
当社グループの知的財産権が主張できなくなる、第三者の知的財産権の利用承諾が得られない、第

三者から知的財産権の侵害を主張される、特定の地域において不正競争品を効果的に排除できないな

どのリスクが存在しております。 
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（10）海外事業展開 
海外事業への投資資本の回収が当初の事業計画どおり進まないリスク、進出地域の特性により新拠

点が計画通り立ち上げられないリスク、生産拠点の移転や撤退につながるリスク等のほかに、進出先

各国，地域特有の事業環境や制度に伴う不可避のリスクが存在しております。 
 

（11）災害・テロ対策 
当社グループ及び当社グループ取引先の事業拠点が地震、洪水、火災等の災害や、暴動、テロ攻撃

または反日的行動などによる物的・人的被害を受けた場合、当社グループの生産・販売活動に悪影響

が及ぶ可能性があります。 
 

（12）コンプライアンス 
企業倫理規定を制定し法令遵守の徹底を図っておりますが、法令違反が発生し、それに伴い社会的

信用を失墜し、また経済的制裁を受ける可能性がないとはいえません。 
 

（13）訴訟対応 
当社グループの製品欠陥により製造物責任訴訟を提訴された場合を想定し、製造物責任保険に加入

しておりますが、この保険により無制限に当社グループの賠償負担を担保するものではありません。 
また、製造物責任以外の訴訟につきましても、訴訟が生じる可能性はないとはいえません。 

 
（14）情報管理 
事業遂行に関連し有している多くの重要情報や個人情報が、予期せぬ事態により流出する可能性は

皆無ではなく、このような事態が生じた場合、社会的信用の失墜やその対応のために多額の費用負担

などのリスクが存在しております。 
 

（15）環境問題 
環境負荷物質や土壌汚染等に関する問題が生じ、損害の賠償、浄化等の費用負担、罰金又は生産中

止等の影響を受ける、新しい規制が施行され多額の費用負担が生じるなどのリスクが存在しておりま

す。 
 

（16）情報システム 
生産、販売、物流などのサプライチェーンに関わる業務運営を行うオンラインシステムやネットワ

ークに障害が発生し復旧に長時間を要することや、将来的に新システムの導入や変更に伴い混乱が生

じた場合、生産・販売活動に支障を来たすと共に、取引先の生産計画に影響を及ぼし、損害賠償の請

求や取引先の信用を損なうリスクが存在しております。 
 

（17）人材確保 
当社グループが競争力を維持するためには、技術または技能に関する優秀な人材を確保・採用する

ことが必要であると考えております。また従業員の年齢構成にも偏りが見られ、当面は定年退職者の

急増が予定されています。しかし、こうした分野での有能な人材確保における競争は高まっており、

当社グループがそうした人材を確保できない場合には、技能の承継にも支障をきたし、当社グループ

の事業に悪影響を及ぼす可能性があります。 
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（18）労使関係 
海外の各地域、国において労働慣行の相違が存在しており、法環境の変化、経済環境の変化など予

期せぬ事象を起因とした労使関係の悪化、労働争議などのリスクが存在しております。 
 

（19）為替及び金利の変動 
外貨建て商取引及び投資活動等に対する為替変動や、有利子負債に対する金利上昇につきましては、

社内規定に従い必要に応じヘッジ取引を行っていますが、当社グループの業績と財務状況に対する悪

影響を完全に回避できるとは限りません。 
 

（20）退職給付債務 
当社及び国内連結子会社、一部の海外子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退

職一時金制度を設けており、これに対する退職給付費用及び債務の算出条件や資金運用成績の変動な

どにより、当社グループの業績と財務状況に悪影響を及ぼすリスクが存在しております。 
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４．連 結 財 務 諸 表 等 

(１)連結貸借対照表 
(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 17年３月 31 日現在  

前連結会計年度 
平成 16年３月 31 日現在  

比 較 増 減  

(資 産 の 部 )  
流 動 資 産  

 
２７８，６７８ 

 
２９５，４９１ 

 
△１６，８１３ 

 

現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 
有 価 証 券 
棚 卸 資 産 
繰 延 税 金 資 産 
そ の 他 の 流 動 資 産 
貸 倒 引 当 金 

 
固 定 資 産  

２５，９３５ 
１１１，８２１ 
８，５９６ 
８１，７３０ 
１４，３４７ 
３７，６４８ 
△１，４０２ 

 
３４９，９０５ 

４３，５３３ 
１２１，２０８ 
９，３８５ 
７５，９０５ 
１１，４４７ 
３５，２６３ 
△１，２５２ 

 
３２６，３８６ 

△１７，５９８ 
△９，３８７ 
△７８９ 
５，８２５ 
２，９００ 
２，３８５ 
△１５０ 

 
２３，５１９ 

 

 
有 形 固 定 資 産  

 
２０４，６０４ 

 
１９６，８１０ 

 
７，７９４ 

 

建 物 及 び 構 築 物 
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 
土 地 
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 

 
無 形 固 定 資 産  

６２，０８３ 
９４，０２０ 
２６，５７０ 
２１，９２９ 

 
８，３８５ 

６３，７２１ 
９０，４９３ 
２６，４２６ 
１６，１６９ 

 
８，３６８ 

△１，６３８ 
３，５２７ 
１４４ 

５，７６０ 
 

１７ 

 

 
投 資 そ の 他 の 資 産  

 
１３６，９１５ 

 
１２１，２０７ 

 
１５，７０８ 

 

投 資 有 価 証 券 ９２，７２７ ８８，４８３ ４，２４４  
長 期 貸 付 金 
繰 延 税 金 資 産 
前 払 年 金 費 用 
そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産 
貸 倒 引 当 金 

２７３ 
２，５９３ 
３５，４５４ 
７，０１６ 
△１，１５０ 

３４９ 
３，６１９ 
２２，２２３ 
８，２４６ 
△１，７１４ 

△７６ 
△１，０２６ 
１３，２３１ 
△１，２３０ 

５６４ 

 

     

資 産 合 計 ６２８，５８３ ６２１，８７７ ６，７０６  
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(単位 百万円) 

科   目

 
当連結会計年度 

平成 17年３月 31 日現在  

前連結会計年度 
平成 16年３月 31 日現在  

比 較 増 減  

(負 債 の 部 )  
流 動 負 債  

 
２３４，３００ 

 
２４５，５８８ 

 
△１１，２８８ 

 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 
短 期 借 入 金 
社 債 
未 払 法 人 税 等 
そ の 他 の 流 動 負 債 

 
固 定 負 債  

９７，６２３ 
７５，６５５ 
１０，０００ 
５，７５３ 
４５，２６８ 

 
１９４，４２０ 

８３，７１３ 
７７，４１８ 
３６，９８９ 
６，７０８ 
４０，７５９ 

 
１７５，５４８ 

１３，９１０ 
△１，７６３ 
△２６，９８９ 

△９５５ 
４，５０９ 

 
１８，８７２ 

 

社 債 
長 期 借 入 金 
繰 延 税 金 負 債 
退 職 給 付 引 当 金 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 
そ の 他 の 固 定 負 債 

７０，０００ 
５１，５２９ 
２２，４８４ 
３４，２８１ 

４１４ 
１５，７１０ 

７０，０００ 
６２，１４１ 
１６，７２２ 
１７，３１６ 
１，７２９ 
７，６３８ 

－ 
△１０，６１２ 
５，７６２ 
１６，９６５ 
△１，３１５ 
８，０７２ 

 

     
負 債 合 計 ４２８，７２１ ４２１，１３７ ７，５８４  

(少 数 株 主 持 分 )  
少 数 株 主 持 分  

 
１１，５９６ 

 
１２，０７７ 

 
△４８１ 

 

(資 本 の 部 )  
資 本 金 
資 本 剰 余 金 
利 益 剰 余 金 
そ の 他 有価証券評価差額金 
為 替 換 算 調 整 勘 定 
自 己 株 式  

 
６７，１７６ 
７７，９２５ 
５５，７８３ 
２１，２４４ 
△２９，４４７ 
△４，４１７ 

 
６７，１７６ 
７７，９２３ 
５８，８５６ 
１９，１２７ 
△３０，０６１ 
△４，３６１ 

 
－ 
２ 

△３，０７３ 
２，１１７ 
６１４ 
△５６ 

 

資 本 合 計 １８８，２６５ １８８，６６２ △３９７  

負債、少数株主持分及び資本合計 ６２８，５８３ ６２１，８７７ ６，７０６  

 

   当連結会計年度                 前連結会計年度 
（注）１．有形固定資産の減価償却累計額       ４３４，７７９百万円       ４２０，０３４百万円 
    
       ２．保証債務                            ４６０百万円             ５８１百万円 
         （保証類似行為を含めております。） 
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(２)連結損益計算書 
(単位 百万円)

 科   目 

当連結会計年度 
自 平成 16 年４月 1 日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成 15 年４月 1 日 
至 平成16年３月31日 比 較 増 減 

 金 額 対売上高 
比 率 

金 額 対売上高 
比 率 

金  額 伸び率 

 
売       上       高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 

 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

 
５８０，９８９ 
４５０，３０５ 
１３０，６８３ 

 
９２，４００ 
３８，２８３ 

％ 
100.0 
77.5 
22.5 
 

15.9 
6.6 

 
５２２，２１７ 
４０９，９００ 
１１２，３１７ 

 
８６，３４５ 
２５，９７２ 

％ 
100.0 
78.5 
21.5 
 

16.5 
5.0 

 
５８，７７２ 
４０，４０５ 
１８，３６６ 

 
６，０５５ 
１２，３１１ 

％ 
11.3 
9.9 
16.4 
 

7.0 
47.4 

 
営 業 外 収 益 

 
７，０４６ 

 
1.2 

 
７，６７３ 

 
1.5 

 
△６２７ 

 
△8.2 

受取利息及び配当金 
持分法による投資利益 
雑 益 

 

営 業 外 費 用 

１，４０６ 
３，０７８ 
２，５６１ 

 

１２，２２９ 

0.3 
0.5 
0.4 

  

     2.1 

１，４２４ 
２，９４３ 
３，３０５ 

 

１４，５２６ 

0.3 
0.6 
0.6 

  

     2.8 

△１８ 
１３５ 
△７４４ 

 

△２，２９７ 

△1.3 
4.6 

△22.5 
  

  △15.8 
支 払 利 息 
雑 損 

 経 常 利 益 

５，００５ 
７，２２３ 

３３，１００ 

0.9 
1.2 

5.7 

６，０５８ 
８，４６７ 

１９，１１９ 

1.2 
1.6 

3.7 

△１，０５３ 
△１，２４４ 

１３，９８１ 

△17.4 
△14.7 

73.1 

特 別 利 益 ２，３６３ 0.4 ８，５０４ 1.6 △６，１４１ △72.2 
投資有価証券売却益 
確定拠出年金移行差益 
関係会社株式売却益 
 
特 別 損 失 

１，３０４ 
１，０５９ 

－ 
 

４３２ 

0.2 
0.2 
－ 
 

0.1 

７，６６３ 
－ 

８４０ 
 

１，１７２ 

1.5 
－ 
0.1 
 

0.2 

△６，３５９ 
１，０５９ 
△８４０ 

 
△７４０ 

△83.0 
－ 
－ 
 

△63.1 
固 定 資 産 除 却 損 
関係会社株式売却損 
投資有価証券評価損 
 
税金等調整前当期純利益 

１９３ 
１５７ 
８１ 

 
３５，０３１ 

0.1 
0.0 
0.0 

 
6.0 

１，１４７ 
２４ 
－ 

 
２６，４５１ 

0.2 
0.0 
－ 

 
5.1 

△９５４ 
１３３ 
８１ 

 
８，５８０ 

△83.1 
530.4 
－ 

 
32.4 

法人税､住民税及び事業税 
法 人 税 等 還 付 額 
法 人 税 等 調 整 額 

８，８９０ 
－ 

２，７１１ 

1.5 
－ 
0.5 

９，４６１ 
１９４ 

２，２０６ 

1.8 
0.0 
0.4 

△５７１ 
△１９４ 
５０５ 

△6.0 
－ 
22.9 

少 数 株 主 利 益  
 
当 期 純 利 益 

１，０８０ 
 

２２，３４９ 

0.2 
 

3.8 

６８４ 
 

１４，２９３ 

0.2 
 

2.7 

３９６ 
 

８，０５６ 

57.9 
 

56.4 
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 (３)連結剰余金計算書    

(単位 百万円) 

科  目  

当連結会計年度 

自 平成16年４月 1日 

至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 

自 平成15年４月 1日 

至 平成16年３月31日    

比 較 増 減 

 

資 本 剰 余 金 の 部  
 

   

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 
 

資 本 剰 余 金 増 加 高 
自 己 株 式 処 分 差 益 

 

７７，９２３ 
 
２ 
２ 
 

７７，９２３ 
 
－ 
－ 
 

－ 
 
２ 
２ 

 
資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ７７，９２５ ７７，９２３ ２ 

利 益 剰 余 金 の 部     

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 ５８，８５６ ４８，３６６ １０，４９０ 

利 益 剰 余 金 減 少 高  ２５，４２２ ３，８０３ ２１，６１９ 
配 当 金 

役 員 賞 与 

持分法適用会社減少に伴う減少高  

自 己 株 式 処 分 差 損 

英国子会社の退職給付債務処理額  

 

当 期 純 利 益 

５，９３０ 
４９ 
－ 
－ 

１９，４４２ 
 

２２，３４９ 

３，５０５ 
２０８ 
８５ 
２ 
－ 

 
１４，２９３ 

２，４２５ 
△１５９ 
△８５ 
△２ 

１９，４４２ 
 

８，０５６ 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ５５，７８３ ５８，８５６ △３，０７３ 
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(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

(単位 百万円) 

 
 
 

 

科         目 

 

当連結会計年度 
自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年4月 1日 
至 平成16年3月31日 

比 較 増 減 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
1. 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ３５，０３１ ２６，４５１ ８，５８０ 
2. 減 価 償 却 費 ２７，４３５ ２６，９０９ ５２６ 
3. 連 結 調 整 勘 定 償 却 額  ５７０ ４２７ １４３ 
4. 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △４４２ ２０８ △６５０ 
5. 退 職 給 付 引 当金及び前払年金費用の増減額 △１６，８４９ １，３７５ △１８，２２４ 
6. 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △１，４０６ △１，４２４ １８ 
7. 支 払 利 息 ５，００５ ６，０５８ △１，０５３ 
8. 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △３，０７８ △２，９４３ △１３５ 
9. 有 形 固 定 資 産 除 却 損 １９３ １，１４７ △９５４ 
10. 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △１，３０４ △７，６６３ ６，３５９ 
11. 投 資 有 価 証 券 評 価 損 ８１ － ８１ 
12. 関 係 会 社 株 式 売 却 益 － △８４０ ８４０ 
13. 関 係 会 社 株 式 売 却 損 １５７ ２４ １３３ 
14. 売 上 債 権 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) １０，２８０ △１２，８６３ ２３，１４３ 
15. 棚 卸 資 産 の 増 減 額 ( 増 加 ： △ ) △５，１７１ ５，６５８ △１０，８２９ 
16. 仕 入 債 務 の 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) １３，７７６ １，２１６ １２，５６０ 
17. そ の 他 ５，１８１ ３，９９３ １，１８８ 

 小                 計 ６９，４６１ ４７，７３５ ２１，７２６ 

18. 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４，２３１ ２，９１２ １，３１９ 
19. 利 息 の 支 払 額 △５，１４７ △６，１８５ １，０３８ 
20. 法 人 税 等 の 支 払 額 △１０，５５７ △６，５７３ △３，９８４ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー ５７，９８７ ３７，８８９ ２０，０９８ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
1. 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △３３，７４１ △２１，６４６ △１２，０９５ 
2. 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 １，８５４ ３，３７６ △１，５２２ 
3. 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △１３３ △３４ △９９ 
4. 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ２，２０６ １２，４１５ △１０，２０９ 
5. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 － △９，３３９ ９，３３９ 
6. 連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による支出 △８７１ △３５５ △５１６ 
7. 持 分 法 適 用 会 社 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 － △５８９ ５８９ 
8. 持 分 法 適 用 会 社 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 － １３３ △１３３ 
9. 貸 付 金 の 貸 付 に よ る 支 出 △２２６ △４５９ ２３３ 
10. 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ２２０ ２０４ １６ 
11. そ の 他 △９４６ △６６３ △２８３ 

   投資活動によるキャッシュ・フロー △３１，６３８ △１６，９５８ △１４，６８０ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
1. 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 ( 減 少 ： △ ) △１２，３０６ △８，８７８ △３，４２８ 
2. 長 期 借 入 に よ る 収 入 ９６２ ８，７４５ △７，７８３ 
3. 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △２，２２３ △７，７４９ ５，５２６ 
4. 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 １０，０００ － １０，０００ 
5. 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △３６，９８９ △１０，０００ △２６，９８９ 
6. 自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △５８ △１７ △４１ 
7. 配 当 金 の 支 払 額 △５，１２６ △２，６９８ △２，４２８ 
8. 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △２３１ △１２６ △１０５ 
9. そ の 他 △１５７ △６ △１５１ 

   財務活動によるキャッシュ・フロー △４６，１２９ △２０，７３０ △２５，３９９ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 １７５ △１４５ ３２０ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △１９，６０５ ５４ △１９，６５９ 

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ５８，９９３ ５８，９３８ ５５ 

Ⅶ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ３９，３８７ ５８，９９３ △１９，６０５ 
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連結財務諸表作成のための基本となる事項 
 

１． 連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

  （１）連結子会社 

連結子会社数は７５社（国内２１社、海外５４社）であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。 

     主要会社名：ＮＳＫ販売㈱、ＮＳＫ福島㈱、ＮＳＫステアリングシステムズ㈱、ＮＳＫプレシジョン㈱ 

         ＮＳＫニードルベアリング㈱、ＮＳＫアメリカズ社、ＮＳＫブラジル社 

ＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫ韓国社、ＮＳＫベアリング・インドネシア社 

 

  （２）持分法適用会社 

  持分法を適用する会社数は２２社（国内１２社、海外１０社）であり、全ての関連会社に持分法を適用しております。 

     主要会社名：ＮＳＫワーナー㈱、㈱天辻鋼球製作所 

 

  （３）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

   連結子会社  

・新規設立による増加      ：４社 ＮＳＫニードルベアリング・ポーランド社 

                    ＮＳＫアジアパシフィック・テクノロジーセンター社 

                    ＮＳＫニードルベアリング・韓国社 

                    常熟恩斯克軸承有限公司 

・株式譲渡による減少      ：１社 イスクラ・マシナリー社 

・清算による減少        ：１社 ドライブシャフト・テクノロジー㈱ 

 

   持分法適用会社  

・所有割合変更に伴い      ：１社 ＡＫＳプレシジョンボール・ヨーロッパ社 

連結子会社から異動 

 

２．連結子会社の事業年度等に関する事項 

 海外連結子会社５４社、中外商事㈱の決算日は１２月末日であります。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた連結会社間の重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。 

 

３．会計処理基準に関する事項 

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの：期末日の市場価格等に基づく時価法であります。 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの：移動平均法による原価法であります。 

② 棚卸資産 

製品及び材料は、総平均法に基づく低価法であります。 

仕掛品は総平均法に基づく原価法、貯蔵品は移動平均法に基づく原価法であります。 
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（２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

  有形固定資産 

原則として定率法によっておりますが、一部の連結子会社及び国内会社の平成10年４月１日以降に取得した 

建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。 
 

（３）重要な引当金の計上基準   

① 貸倒引当金 

    貸倒れによる損失に備えるため、連結会社間の債権債務を相殺消去した期末の金銭債権に対し、一般債権につい

ては貸倒実績率により、また貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能性を勘案して個別に貸倒見積額を計上

しております。 

② 退職給付引当金 

  従業員への退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき退職給付引当

金または前払年金費用を計上しております。 

 なお、当連結会計年度より「『退職給付に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第３号）及び「『退職

給付に係る会計基準』の一部改正に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第７号）を適用しております。こ

の結果、従来の方法によった場合と比較して、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は、それぞれ339

百万円増加しております。 

 また、英国の連結子会社であるＮＳＫヨーロッパ社、ＮＳＫステアリングシステムズ・ヨーロッパ社、ＡＫＳ

プレシジョンボール・ヨーロッパ社は、当連結会計年度より英国の退職給付債務に係る新しい会計基準を早期適

用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、営業費用が229 百万円減少し、営業外費用が

429 百万円増加したことにより、営業利益は229 百万円増加し、経常利益及び税金等調整前当期純利益は199 百

万円減少しております。なお、会計基準変更時差異及び数理計算上の差異を利益剰余金から直接減額したことに

より、利益剰余金は19,442百万円減少しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 当社は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 

（４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及び負債は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場 

により円貨に換算し、換算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 

 

（５）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、主として 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 一部の在外子会社については、通常の売買取引に準じた会計処理によっております。 

       

（６）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

       ヘッジ手段          ヘッジ対象 

       為替予約      外貨建債権債務 

   金利スワップ        借入金 
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③ ヘッジ方針 

当社グループは、財務上のリスク管理対策の一環として、デリバティブ取引を行っております。外貨建債権債

務の為替変動リスクを軽減する目的で為替予約取引を、また、借入金の金利変動リスク軽減の為に金利スワップ

取引を行うものとしております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動、キャッシュ・フローとヘッジ手段に高い相関関係があることを確認し、有効性の評価

としております。 

 

（７）消費税等の会計処理 

 税抜方式であります。 

 

４．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易 

に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短 

期投資からなっております。 
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５．セ グ メ ン ト 情 報  

１．事業の種類別セグメント情報 

     (単位 百万円) 
 

当連結会計年度 
自 平成 16年４月  1日 
至 平成 17年３月 31日 

 

 
産業機械
軸受 

自動車 
関連製品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
 売上高        

(１) 外部顧客に 
対する売上高 

185,473 316,169 64,186 15,160 580,989       － 580,989 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

－ － － 8,078 8,078 (8,078)       － 

    計 185,473 316,169 64,186 23,239 589,067 (8,078) 580,989 
 営 業 費 用 165,523 300,420 59,420 21,395 546,760 (4,054) 542,706 
 営 業 利 益 19,949 15,748 4,765 1,844 42,307 (4,024) 38,283 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

 資   産 238,574 233,148 66,178 20,107 558,009 70,574 628,583 
 減価償却費 10,900 13,759 3,659 314 28,633 (1,197) 27,435 
 資本的支出 13,845 19,614 5,659 192 39,312 (1,152) 38,160 

 

     (単位 百万円) 
 

前連結会計年度 
自 平成 15年４月  1日 
至 平成 16年３月 31日 

 

 
産業機械
軸受 

自動車 
関連製品 

精密機器
関連製品 

その他 計 
消 去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        
 売上高        

(１) 外部顧客に 
対する売上高 

176,299 285,830 47,072 13,015 522,217       － 522,217 

(２) セグメント間の内部  
売上高又は振替高 

－ － － 6,463 6,463 (6,463) － 

    計 176,299 285,830 47,072 19,479 528,681 (6,463) 522,217 
 営 業 費 用 164,142 270,116 47,111 18,300 499,670 (3,425) 496,245 
 営業利益又は営業損失(△) 12,157 15,713 △39 1,178 29,010 (3,038) 25,972 

Ⅱ 資産、減価償却費 
及び資本的支出 

       

 資   産 213,612 245,059 57,160 15,722 531,554 90,322 621,877 
 減価償却費 11,450 13,074 3,208 320 28,053 (1,144) 26,909 
 資本的支出 8,322 14,519 3,870 76 26,789 (475) 26,313 
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（注）１．当社グループでは、事業環境が急速に変化する中、グローバルベースでの事業責任の所在をより明確にすると

ともに、意思決定の迅速化を図るために、従来の製品別の組織をユーザーを意識した事業別の組織に改めまし
た。この経営管理体制の変更に伴い、当社グループのセグメント情報の有用性を高めるために、従来の「軸受」
を「産業機械軸受」と「自動車用軸受」に区分し、「自動車用軸受」を「自動車関連部品」とあわせて「自動
車関連製品」としました。 
なお、比較を容易にするため、前連結会計年度も変更後の区分で表示しております。 

２．各事業区分の主要製品は、１．企業集団の状況に記載しております。 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
             当連結会計年度    ４，１３０百万円 
             前連結会計年度    ３，６６７百万円 
    であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 
   ４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 
             当連結会計年度   ８０，４９９百万円 
             前連結会計年度   ９７，１８６百万円 

      であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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２．所在地別セグメント情報                                  (単位 百万円) 

   
当連結会計年度 

 自 平成16年４月  1日 

至 平成17年３月31日 

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去

又は全社 

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1) 外部顧客に 

対する売上高 

(2) セグメント間の内部  

 

 

355,179 

 

84,280 

 

 

79,871 

 

644 

 

 

93,343 

 

6,825 

 

 

52,595 

 

11,610 

 

 

580,989 

 

103,361 

 

 

－ 

 

(103,361) 

 

 

580,989 

 

－ 

  売上高又は振替高         

計 439,460 80,515 100,168 64,205 684,350 (103,361) 580,989 

営業費用 408,042 77,973 95,378 60,942 642,337 (99,631) 542,706 

営業利益 31,417 2,542 4,790 3,262 42,013 (3,730) 38,283 

Ⅱ 資     産 571,460 55,257 73,906 62,985 763,609 (135,025) 628,583 

 

                                  (単位 百万円) 

   
前連結会計年度 

 自 平成15年４月  1日 

至 平成16年３月31日 

 

  

日本 

 

米州 

 

欧州 

 

アジア 

 

計 

消 去 

又は全社 

 

連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

  売上高 

(1) 外部顧客に 

対する売上高 

(2) セグメント間の内部  

 

 

316,028 

 

75,792 

 

 

73,290 

 

463 

 

 

85,390 

 

4,454 

 

 

47,508 

 

10,103 

 

 

522,217 

 

90,813 

 

 

－ 

 

(90,813) 

 

 

522,217 

 

－ 

  売上高又は振替高         

計 391,820 73,753 89,845 57,611 613,031 (90,813) 522,217 

営業費用 368,883 73,169 87,226 53,833 583,113 (86,868) 496,245 

営業利益 22,937 584 2,618 3,778 29,918 (3,945) 25,972 

Ⅱ 資     産 536,203 55,171 78,394 59,157 728,926 (107,049) 621,877 

 
(注) １. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
   ２． 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 
   ３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、 
             当連結会計年度    ４，１３０百万円 
             前連結会計年度    ３，６６７百万円 
     であり、その主なものは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、 
             当連結会計年度   ８０，４９９百万円 
             前連結会計年度   ９７，１８６百万円 
     であり、その主なものは、余剰資金（現金・預金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）であります。 
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３．海外売上高 

                                           (単位 百万円) 

 
当連結会計年度 

自 平成16年４月  1日 

至 平成17年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

 

８２，２７９ 

 

９３，６２５ 

 

９４，８３８ 

 

２７０，７４３ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

５８０，９８９ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

１４．２ 

％ 

１６．１ 

％ 

１６．３ 

％ 

４６．６ 

   

(単位 百万円) 

 
前連結会計年度 

自 平成15年４月  1日 

至 平成16年３月31日 

 米 州 欧 州 アジア 計 

 

Ⅰ 海外売上高 

 

７４，８８５ 

 

８５，３９１ 

 

８３，２９５ 

 

２４３，５７２ 

 

Ⅱ 連結売上高 

    

５２２，２１７ 

Ⅲ 連結売上高に占める 

  海外売上高の割合 

％ 

１４．３ 

％ 

１６．４ 

％ 

１５．９ 

％ 

４６．６ 

 

  
 (注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
    ２．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 
    ３．各区分に属する主な国又は地域 
        米 州：米国、カナダ、メキシコ、ブラジル等 
        欧 州：西ヨーロッパ諸国、ポーランド、トルコ等 
        アジア：東アジア及び東南アジア諸国、オーストラリア等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 
－連結 26－ 

 
 

６．生産・受注及び販売の状況 
 

販 売 実 績          

                                                                     (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 1日 
至 平成16年３月31日 

                       
  製 品 別             

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

産 業 機 械 軸 受 185,473 31.9% 176,299 33.8% 5.2% 

自 動 車 関 連 製 品 316,169 54.4% 285,830 54.7% 10.6% 

精 密 機 器 関連製品 64,186 11.1% 47,072 9.0% 36.4% 

そ  の  他 15,160 2.6% 13,015 2.5% 16.5% 

合 計 580,989 100.0% 522,217 100.0% 11.3% 
 
  
(注)1.当社グループの製品は多品種であり、適切な数量表示が困難なため金額のみによって表示して

おります。 
  2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
       
 

生 産 実 績          

                                                                    (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 1日 
至 平成16年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

産 業 機 械 軸 受 188,298 35.9% 176,306 38.9% 6.8% 

自 動 車 関 連 製 品 267,088 50.8% 230,336 50.9% 16.0% 

精密機器関連製品 69,848 13.3% 46,208 10.2% 51.2% 

 そ の 他 65 0.0% 67 0.0% △3.0% 

合 計 525,301 100.0% 452,918 100.0% 16.0% 
 
      
(注)1.金額は平均販売価格によっております。 
  2.上記生産実績は外注加工費及び購入部品費を含んでおります。 
  3.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 
－連結 27－ 

 
 

受 注 の 状 況           

当社グループは主として受注による生産を行っておりますが、一部見込みによる生産を行っております。 

受注状況は次のとおりであります。 

 

(１)受注高                                                             (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 1日 
至 平成16年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

産 業 機 械 軸 受 222,564 34.3% 196,292 34.2% 13.4% 

自 動 車 関 連 製 品 355,504 54.9% 322,383 56.3% 10.3% 

精密機器関連製品 69,184 10.7% 53,694 9.4% 28.8% 

 そ の 他 642 0.1% 703 0.1% △8.7% 

合 計 647,896 100.0% 573,073 100.0% 13.1% 

 

(２)受注残高                                                           (単位 百万円) 

当連結会計年度 
自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 1日 
至 平成16年３月31日 

                      
  製 品 別            

金  額  構成比(%) 金  額  構成比(%) 

増減率(％) 

産 業 機 械 軸 受 40,789 40.9% 34,400 38.6% 18.6% 

自 動 車 関 連 製 品 46,728 46.8% 41,820 46.9% 11.7% 

精密機器関連製品 11,972 12.0% 12,855 14.4% △6.9% 

 そ の 他 350 0.3% 49 0.1% 608.4% 

合 計 99,839 100.0% 89,126 100.0% 12.0% 
 
(注) 1.金額は平均販売価格によっております。 
   2.金額には消費税等相当分は含まれておりません。 
      
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
－連結 28－ 

 
 

７．有価証券 

 
 
 
 
 
 

１．当連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 17 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

当連結会計年度 (平成 17 年３月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 計 上 額 差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)    

① 株 式 16,907 51,655 34,748 

② 債 券    

   国債・地方債等 - - - 

   社 債 58 59 0 

   その他 - - - 

③ その他 251 287 35 

小  計 17,218 52,002 34,784 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)    

① 株 式 1,643 1,391 △252 

② 債 券    

   国債・地方債等 19 19 - 

   社 債 75 74 △0 

   その他 1 1 - 

③ その他 146 144 △1 

小  計 1,886 1,631 △254 

合  計 19,104 53,634 34,529 
 
 
（２）当連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 

（単位 百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
2,206 1,381 80 

 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 17 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券  
非上場株式・出資金等（店頭売買株式を除く） 2,706 

非上場債券 1,000 

マネー・マネージメント・ファンド 8,495 

合  計 12,202 
 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 

区  分 １年以内 1 年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債 券     
 国債・地方債等 10 10 - - 

 社 債 89 - 545 - 

 その他 1 - - - 

合  計 100 10 545 -  



 
－連結 29－ 

 
２．前連結会計年度 
 
（１）その他有価証券で時価のあるもの（平成 16 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

前連結会計年度 (平成 16 年３月 31 日) 

連結貸借対照表 種    類 
取得原価 計 上 額 差  額 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの)    

① 株 式 17,782 49,072 31,289 

② 債 券    

   国債・地方債等 9 9 0 

   社 債 153 164 10 

   その他 - - - 

③ その他 251 287 35 

小  計 18,198 49,534 31,335 

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの)    

① 株 式 1,489 1,416 △72 

② 債 券    

   国債・地方債等 - - - 

   社 債 30 29 △0 

   その他 1 1 - 

③ その他 147 146 △1 

小  計 1,668 1,593 △74 

合  計 19,867 51,128 31,260 
 
 
（２）前連結会計年度中に売却したその他有価証券（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日） 

（単位：百万円） 

売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 
12,415 7,674 1 

 
 
（３）時価評価されていない有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成 16 年３月 31 日現在） 

（単位  百万円） 

内  容 連結貸借対照表計上額 

 その他有価証券  
非上場株式・出資金等（店頭売買株式を除く） 2,837 

非上場債券 1,000 

マネー・マネージメント・ファンド等 9,323 

合  計 13,160 
 
 
（４）その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額 

（単位  百万円） 

区  分 １年以内 １年超５年以内 ５年超 10 年以内 10 年超 

債 券     
 国債・地方債等 10 - - - 

 社 債 60 89 545 - 

 その他 1 - - - 

合  計 71 89 545 - 

 

 
 
 

 
 
 

 



 
－連結 30－ 

 
８．退職給付 

 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度等の年金制度及び退職一時
金制度を設けております。また、一部の海外連結子会社では確定給付型の制度を設けております。な
お、当社は退職給付信託を設定しております。 
また、当社及び一部の国内子会社は、当連結会計年度において確定給付型の退職給付制度の一部を
確定拠出年金型に移行しました。 

 

２．退職給付債務に関する事項 
                                                  （単位 百万円） 

 当連結会計年度 
平成 17 年３月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 16 年３月 31 日現在 

①退職給付債務 △１４５，６１３ △１３４，１４５ 
②年金資産 １３４，７５６ １１７，８７１ 
③未積立退職給付債務 ①＋② △１０，８５６ △１６，２７３ 
④未認識年金資産 － △３，７３７ 
⑤未認識数理計算上の差異 １１，５２４ ２４，２０２ 
⑥未認識過去勤務債務 ５０４ ７１５ 
⑦連結貸借対照表計上額純額 ③＋④＋⑤＋⑥ １，１７２ ４，９０６ 
⑧前払年金費用 ３５，４５４ ２２，２２３ 
⑨退職給付引当金 ⑦－⑧ △３４，２８１ △１７，３１６ 

 

３．退職給付費用に関する事項 
                                                   （単位 百万円） 
 当連結会計年度 

自 平成16年４月 1日 
至 平成17年３月31日 

前連結会計年度 
自 平成15年４月 1日 
至 平成16年３月31日 

①勤務費用 ４，９３３ ５，４４９ 
②利息費用 ４，８９４ ２，４２０ 
③期待運用収益 △４，５４９ △１，７７５ 
④数理計算上の差異の費用処理額 １，７９６ ３，６２１ 
⑤過去勤務債務の費用処理額 １６６ １７７ 
⑥退職給付費用 ①＋②＋③＋④＋⑤ ７，２４１ ９，８９３ 
⑦確定拠出年金制度への移行に伴う損益 △１，０５９ － 
⑧確定拠出年金制度への掛金支払額 ２３０ － 
⑨計 ⑥＋⑦＋⑧ ６，４１２ ９，８９３ 

   

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 

 当連結会計年度 
平成 17 年３月 31 日現在 

前連結会計年度 
平成 16 年３月 31 日現在 

①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 
②割引率 主として 2.2% 主として 2.2% 
③期待運用収益率 主として 2.2% 主として 2.2% 
④過去勤務債務の額の処理年数   主として 5年   主として 5年 
⑤数理計算上の差異の処理年数   主として 10 年   主として 10 年 

 
 
 

 
 
 
 
 
 



 
－連結 31－ 

 
 

９．税効果会計 
 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
  当連結会計年度  前連結会計年度  
      

繰延税金資産      

 退職給付引当金損金算入限度超過額 
固定資産─連結会社間内部利益 

 
 

15,687 
1,823 

百万円 
 

15,651 
2,042 

百万円 
 

 未払労務費等  2,830  2,491  
 税務上の繰越欠損金  21,279  24,135  
 未払賞与  3,576  3,377  
 棚卸資産─評価減及び連結会社間内部利益  1,322  1,387  
 投資有価証券評価損  703  910  
 その他  8,892  6,625  
繰延税金資産小計  56,115  56,622  
評価性引当額  △24,029  △21,139  
繰延税金資産合計  32,085  35,482  

      

繰延税金負債 
 

 
 

 
 
 

 減価償却費  △4,572  △5,108  
 固定資産圧縮積立金  △1,745  △1,700  
 その他有価証券評価差額金  △13,846  △12,559  
 退職給付信託設定益  △13,818  △13,601  
 その他  △3,900  △4,530  
繰延税金負債合計  △37,883  △37,499  

      
繰延税金資産（負債）の純額  △5,797  △2,016  

 
 
２．国内の法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等 
の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

 
国内の法定実効税率  40.0 ％   
 (調整)      

 交際費等永久に損金算入されない項目  3.9    

 海外子会社での適用税率の差異  △1.5    

 子会社の欠損金を除く評価性引当金の変動  △6.4    

 税額控除  △1.2    

 関連会社持分法損益  △3.5    
その他  1.8    
税効果会計適用後の法人税等の負担率  33.1    

 
 前連結会計年度においては、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の
五以下であるため注記を省略しております。 
 
 

１０．関連当事者との取引 
 
    重要な取引が無いため、その記載を省略しております。 

 



平成17年05月13日
日本精工株式会社

1. 決算概要決算概要決算概要決算概要

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

売上高 253,813 97.4% 268,404 102.4% 522,217 99.9% 287,287 113.2% 293,702 109.4% 580,989 111.3%

営業利益 9,462 145.8% 16,510 145.3% 25,972 145.5% 19,456 205.6% 18,827 114.0% 38,283 147.4%

経常利益 6,083 189.7% 13,036 171.2% 19,119 176.7% 17,755 291.9% 15,345 117.7% 33,100 173.1%

税引前当期（中間）純利益 8,034 106.7% 18,417 ― 26,451 ― 19,505 242.8% 15,526 84.3% 35,031 132.4%

当期（中間）純利益 3,842 452.9% 10,451 ― 14,293 ― 11,816 307.5% 10,533 100.8% 22,349 156.4%

1株当たり当期（中間）純利益（円） 7.12 ― 19.00 ― 26.12 ― 21.91 307.7% 19.44 102.3% 41.35 158.3%

連結子会社数（社） 76 ― 74 ― 78 ― 75 ―

国内 24 ― 22 ― 22 ― 21 ―

海外 52 ― 52 ― 56 ― 54 ―

期末従業員数（人） 20,052 ― 19,772 ― 20,310 ― 20,737 ―

国内 8,975 ― 8,819 ― 8,850 ― 8,843 ―

海外 11,077 ― 10,953 ― 11,460 ― 11,894 ―

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

売上高 299,000 104.1% 311,000 105.9% 610,000 105.0%

営業利益 19,000 97.7% 22,000 116.9% 41,000 107.1%

経常利益 17,000 95.7% 20,000 130.3% 37,000 111.8%

税引前当期（中間）純利益 18,200 93.3% 20,000 128.8% 38,200 109.0%

当期（中間）純利益 10,000 84.6% 12,500 118.7% 22,500 100.7%

2. 事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高事業の種類別セグメント売上高

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

産業機械軸受 87,157 ― 89,142 ― 176,299 ― 91,880 105.4% 93,593 105.0% 185,473 105.2%

自動車関連製品 139,955 ― 145,875 ― 285,830 ― 155,523 111.1% 160,646 110.1% 316,169 110.6%

精密機器関連製品 19,681 ― 27,391 ― 47,072 ― 32,411 164.7% 31,775 116.0% 64,186 136.4%

その他 10,224 ― 9,255 ― 19,479 ― 10,808 105.7% 12,431 134.3% 23,239 119.3%

消去又は全社 △ 3,205 ― △ 3,258 ― △ 6,463 ― △ 3,336 ― △ 4,742 ― △ 8,078 ―

253,813 97.4% 268,404 102.4% 522,217 99.9% 287,287 113.2% 293,702 109.4% 580,989 111.3%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 95,000 103.4% 99,000 105.8% 194,000 104.6%

自動車関連製品 165,000 106.1% 172,500 107.4% 337,500 106.7%

精密機器関連製品 32,000 98.7% 32,500 102.3% 64,500 100.5%

その他 11,000 101.8% 11,000 88.5% 22,000 94.7%

消去又は全社 △ 4,000 ― △ 4,000 ― △ 8,000 ―

299,000 104.1% 311,000 105.9% 610,000 105.0%

3. 事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益事業の種類別セグメント営業利益

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

産業機械軸受 4,873 ― 7,284 ― 12,157 ― 9,363 192.1% 10,586 145.3% 19,949 164.1%

自動車関連製品 7,010 ― 8,703 ― 15,713 ― 8,971 128.0% 6,777 77.9% 15,748 100.2%

精密機器関連製品 △ 1,479 ― 1,440 ― △ 39 ― 2,605 ― 2,160 150.0% 4,765 ―

その他 627 ― 551 ― 1,178 ― 558 89.1% 1,286 233.4% 1,844 156.5%

消去又は全社 △ 1,568 ― △ 1,470 ― △ 3,038 ― △ 2,043 ― △ 1,981 ― △ 4,024 ―

9,462 145.8% 16,510 145.3% 25,972 145.5% 19,456 205.6% 18,827 114.0% 38,283 147.4%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

産業機械軸受 10,500 112.1% 11,500 108.6% 22,000 110.3%

自動車関連部品 7,500 83.6% 9,000 132.8% 16,500 104.8%

精密機器関連製品 2,500 96.0% 3,000 138.9% 5,500 115.4%

その他 800 143.4% 700 54.4% 1,500 81.3%

消去又は全社 △ 2,300 ― △ 2,200 ― △ 4,500 ―

19,000 97.7% 22,000 116.9% 41,000 107.1%合  計

合  計

合  計

合  計

平成平成平成平成17年年年年3月期　連結決算補足説明資料月期　連結決算補足説明資料月期　連結決算補足説明資料月期　連結決算補足説明資料

平成16年3月期

平成16年3月期

平成16年3月期 平成1７年3月期

平成18年3月期

平成1７年3月期

平成18年3月期

平成1７年3月期

平成18年3月期

―　補足 1　―



4. 設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費設備投資、減価償却費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

11,149 82.5% 15,164 153.7% 26,313 112.6% 16,209 145.4% 21,951 144.8% 38,160 145.0%

減価償却費 13,335 95.5% 13,574 91.4% 26,909 93.4% 13,147 98.6% 14,288 105.3% 27,435 102.0%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

40,000 104.8%

減価償却費 29,500 107.5%

（注1）設備投資額の平成18年3月期予想は、有形固定資産のみへの投資額。

（注2）減価償却費の平成18年3月期予想は、有形固定資産のみの減価償却費。

5. 研究開発費研究開発費研究開発費研究開発費

（単位：百万円）
上期

対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比 上期
対前年
同期比

下期
対前年
同期比

通期 対前期比

4,174 96.2% 4,548 114.6% 8,722 105.0% 4,736 113.5% 5,070 111.5% 9,806 112.4%

（単位：百万円）
上期予想

対前年
同期比

下期予想
対前年
同期比

通期予想 対前期比

11,000 112.2%

6. 為替換算レート為替換算レート為替換算レート為替換算レート

期中平均レート　　 （単位：円）

US＄
ユーロ

期末レート　 （単位：円）

US＄
ユーロ

以　上

133.74 141.61 136
107.13 104.21 104

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期
想定

131.32 134.08 136
116.26 108.20 104

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期
想定

平成18年3月期

平成16年3月期

研究開発費

設備投資

研究開発費

平成17年3月期

設備投資

平成17年3月期

平成18年3月期

平成16年3月期

―　補足 2　―


